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子育て子育て

計画期間：平成26年度までの５年間
本市が取り組むべき対策や目標に向け、財政状況を勘案
しながら集中的、計画的に取り組みを進めます。

この行動計画は、安心して子どもを生み育

てることができるまち、子どもたちが健やか

に成長できるまちを実現していくため、また、

子育て家庭を地域全体で支援していくための

ものです。詳細はＨＰ（市役所ＨＰにて次世
代育成で検索）に掲載しておりますので、ぜ
ひご覧ください。

なお、策定にあたっては、合併前の１市６

町の乳幼児・小学生の保護者、未成年、成年

の人にアンケート調査を実施し、計画策定の

参考にしました。その一部は次のとおりです。

施策の体系

家庭
子育ての素晴らしさ
を感じられるまち

１次代を担う親の育成
２家庭の子育てパワーアップ
３子育て家庭への支援サービスの充実
４仕事と生活の調和の実現

１地域ぐるみの子育て支援
２子どもにやさしいまちづくり推進
３子どもの育ちを支える地域環境の整備

１子どもの健全育成
２子どもがのびのびと学び、育つ環境の整備
３子どもが健やかに生まれ育つ環境の整備

地域
地域ぐるみで子育
て・子育ち支援ので
きるまち

子ども
子どもが健やかに、
心豊かに育つまち

基
本
理
念

アンケート結果 アンケート結果 

地域の人にしてもらいたい子育て
支援活動は？

◇子ども同士が遊べる機会の提供
◇子どもの安全のための地域のパトロール
◇地域の子どもへの見守りと声かけ

子育ての悩みや気になることは？

◇子どものしつけ
◇子どもを叱りすぎているような気がする
◇食事や栄養
◇子どもの教育
◇友だちづきあい（いじめ等を含む）

子育て支援施策に期待すること
（行政サービスへの要望）は？

◇保育所、幼稚園の箇所数や内容の充実
◇保育サービスの費用負担や学費など経済的支援の充実
◇医療体制の充実
◇犯罪や交通事故から子どもを守るための取り組みの充実
◇子どもが安全に主体的に行動できるよう学校教育環境の充実

どんな保育サービスを利用していますか？

区分
（％）

認可
保育園

その他の保育
施設

（託児所など）
幼稚園

ファミリー
サポート
センター

無回答

子
ど
も
の
年
齢

０歳
１歳
２歳
３歳
４歳
５歳

95.0 
88.9 
92.9 
53.3 
48.3 
48.3 

10.0 
11.1 
7.1 
-
-
-

-
-
-
46.7 
41.7 
48.3 

5.0 
-
-
1.7 
1.7 
-

-
-
-
-
8.3 
3.4 

ここでは、アンケートの中から、多く回答いただいた「保育園の現況」や「保育サービスの費用負担」に
ついてよくある質問にお答えします。

Ｑ　保育園は希望すればすぐに入れるの？
市内には、公立・民間あわせて20園の認可保育園（定員

2,555人）があり、４月現在2,351人のお子さんを受け入れて
います。全体枠で見ると定員内でおさまっていますが、地域に
よっては、入所いただけず待機していただいている状況も出て
います。
入所を希望される人は年々増加していますので、公立保育園
の施設改修等により定員増に努めています。

Ｑ　保育園の運営費はどのように賄われているの？　
保育園の運営に必要な人件費をはじめ、給食費、教材費、園舎の維持管理費などの経費は、保護者に負担いただ
く保育料と国・県の負担金や、市民税等の一般財源で賄われています。
平成22年度の保育園運営に係る総予算額は、2,732,727千円で、年間で園児一人あたり約1,068千円となって

います。

Ｑ　利用者負担はどうなってるの？
個々の保育料は所得により異なりますので全体での話となりますが、負担割合が明確な民間保育園の運営経費で
みますと保育園運営経費の約3割を負担いただきます。
図１を参照してください。総経費（869,741千円）は、国基準の支弁総額（721,167千円）と民間保育園補助

事業148,574千円に分けることができます。国基準支弁総額は、保護者負担額―国基準と国・県・市負担で成り
立っています。
国の基準どおりですと、保護者の負担は

325,389千円となりますが、長浜市は保護者
の負担を一部肩代わりしており（97,175千
円）、実際の負担額は（228,214千円）となり
運営経費（721,167千円）の約３割に軽減さ
れています。
利用者負担の一部肩代わり分は、市の負担

増で補っているため、財源としての保育料収
入の低下は、保育も含めた市の子育て支援施
策の充実へも影響があります。
お子さんの健やかな成長のため、保育内容

の充実、保育事業の推進について、市民の皆
さんのご理解とご支援をお願いします。

行動計画・保育園・子ども手当の問合せは、子育て支援課（7６５－６５１４）へ
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民間保育園の運営経費の仕組み（平成22年度当初予算） 【図１】 

民間保育園総経費（869,741千円） 

保育園運営経費 
国基準支弁総額（法のルール分） 

721,167千円 

民間保育園補助事業 
（市独自事業） 
148,574千円 

国徴収基準額 
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28,492千円（19%） 

（保育園運営経費の約3割） 

負担割合 国基準の児童一人あたり単価を積み上げた額 

市：101,591千円  
（69%） 

国 県 

子ども手当現況届は６月中に!!

対象の人には「子ども手当現況届」を送付します。用紙が届い
たら必要事項を記入し、６月30日までに子育て支援課、または各
支所福祉生活課まで提出してください。
なお、子ども手当については、６月10日に振込後、支払通知書

を送付します。

子ども手当の趣旨にご理解を！！
子ども手当は、次代の社会を担う子どもの健や

かな育ちを応援するという趣旨のもとに支給する
もので、その趣旨に従って用いなければならない
責務が法律上定められています。（万一、子どもの
育ちに係る費用である保育料、放課後児童クラブ
保護者負担金などを滞納しながら、関係のない用
途に用いられることは法の趣旨にそぐいません。）


